
  

平成１９年度当初予算（案）のポイント 

平  成  １９ 年  ２  月 
和 歌 山 県 財 政 課 



  

 １．全 体 像 

予算規模 

   歳 出  ５，１７９億円 
  （対前年度△３１億円、△０．６％） 
  歳 入  ５，０２８億円 
    ※財政調整基金繰入金（６１億円） 

      県債管理基金繰入金（９０億円）を除く    

収支不足額 
  歳入歳出差引 １５１億円 
       （前年度５９億円） 
  
 財政調整基金及び県債管理基金の取り崩しにより 
 補てん   
         財政調整基金残高（⑲末見込）  ４０億円 
         県債管理基金残高（⑲末見込） １５１億円 

   

5829

5394
5258 5210 5179

4500

4700

4900

5100

5300

5500

5700

5900
（億円）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

予算規模の推移

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、 
   端数において合計とは一致しない場合がある。 

４年連続で 
     マイナス 
（参考） 
地方財政計画 
       △０．０％ 
 地方一般歳出 △１．１％ 

１ 



  

２．歳入のポイント 
 ・自主財源 ２，１６９億円（対前年度＋１６６億円、構成比４１．９％＜⑱３８．５％＞） 
   県      税 １，０１７億円（対前年度＋１６３億円、＋１９．１％） 
   諸  収  入     ６１５億円（対前年度 △３９億円、△６．０％） など 

 ・依存財源 ３，０１０億円（対前年度△１９７億円、構成比５８．１％＜⑱６１．５％＞） 
   地方交付税  １，５３０億円（対前年度△７０億円、△４．４％） 
   国庫支出金    ６８１億円（対前年度△８億円、△１．２％） 

   県    債      ６１０億円（対前年度＋１億円、＋０．１％） など 
             ※臨時的な退職手当債・行政改革推進債を含めれば、７６５億円（対前年度＋５５億円、＋７．８％）                    

（１）県税収入 
  １，０１７億円（⑱８５４億円、＋１６３億円、＋１９．１％） 
 

 主な税目の状況 
  ・個人県民税   ２９１億円（⑱１６１億円、＋１３０億円、＋８０．８％） 
  ・法人二税     ２９８億円（⑱２７２億円、＋２６億円、 ＋９．７％） 
  ・自動車税     １２８億円（⑱１３０億円、 △２億円、 △０．９％） 
  ・地方消費税    １３３億円（⑱１２０億円、 ＋１３億円、＋１１．２％） 
 ※所得税から住民税への税源移譲の影響額  約１１１億円 
     （所得譲与税の減△１７５億円） 
 ※定率減税の廃止に伴う影響額            約９億円 
 ※個人県民税、法人二税には、「紀の国森づくり税」 約２億円を含む。          
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（２）地方交付税等 
 １，７１１億円（⑱１，８００億円、△８９億円、△４．９％） 
 地方交付税  １，５３０億円 
                            （⑱１，６００億円、△７０億円、△４．４％） 
 臨時財政対策債   １８１億円 
                            （ ⑱２００億円、△１９億円、△９．５％） 
 
 ※ 地方財政計画上の地方税収の増に伴う減 

    
    
 （３）県債   ７６５億円（⑱７０９億円、＋５５億円、＋７．８％） 
    うち臨時財政対策債 １８１億円 
 

  ※ 団塊の世代の退職による退職手当の大幅な増加に対応す
るため、臨時的に、退職手当債１３５億円、行政改革推進債 
   ２０億円を発行 
 

   県債依存度１４．８％（⑱１３．６％、＋１．２％) 
 

 ※ 臨時的に発行する退職手当債、行政改革推進債 
       を除く発行額は６１０億円（県債依存度１１．８％） 
    <参考> 地方財政計画の地方債依存度 約１１．６％ 
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４ 

（５）基金繰入金 
  ２２２億円（⑱１６９億円、＋５３億円、＋３１．７％） 
  主な基金の繰入額 
   ・地域振興基金 ３億円（⑱１８億円、△１５億円） 
   ・県庁舎及び議会棟等整備基金 ９億円 
                  （⑱４３億円、△３４億円） 
   ・障害者自立支援対策臨時特例基金 ７億円 
                        （⑱－、皆増） 
   ・紀の国森づくり基金  １．５億円 （⑱－、皆増） 
   ・財政調整基金 ６１億円 （⑱５９億円、＋２億円） 
   ・県債管理基金 ９０億円       （⑱－、皆増） 

（４）県債残高 
 ⑲末残高（見込）７，９２４億円 
 （⑱末残高（見込）７，６７３億円、＋２５１億円） 
 

 ※ 平成１８年度以降、臨時的に退職手当債や行政
改革推進債を発行。 

 

 ※平成１３年度から発行している、臨時財政対策債
の残高が多額。 

１９１ １５１ ３４０ ２７５ ３４７ 計 

１５１  ９０ ２４０ １８２ ２５０ 
県債管理
基金 

 ４０  ６１ １００  ９３  ９７ 
財政調整
基金 

⑲末 

見込 
⑲取崩 

⑱末 

見込 

⑰末 

残高 

⑯末 

残高 

 

 基金残高（一般会計所管の基金総額見込） 
 ⑱末 ７９５億円  ⇒ ⑲末 ５９６億円 

※ 財政調整基金及び県債管理基金の状況 （単位：億円） 
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 ・義務的経費 ２，４２０億円（対前年度＋５０億円、＋２．１％、構成比４６．７％） 
   人件費 １，６６６億円（対前年度＋１３億円、＋０．８％） 
           ※経常人件費（一般職） １，３９８億円（対前年度△４７億円、△３．２％）   

   公債費   ６５０億円（対前年度＋３１億円、＋５．１％） 
   扶助費   １０４億円（対前年度 ＋５億円、＋４．８％） 
 ・政策的経費 ２，７５９億円（対前年度△８０億円、△２．８％、構成比５３．３％） 
   投資的経費 １，０８４億円（対前年度△７２億円、△６．２％） 
   そ の 他  １，６７４億円（対前年度△９億円、△０．５％）   

３．歳出のポイント 
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（１）人件費 

  経常人件費（一般職） １，３９８億円（⑱１，４４５億円、△４７億円、△３．２％） 
  ※給与カットの継続により、１１億円の人件費抑制効果を見込む 
     （知事等△６％、管理職△２％、一般△１％）  

  退職手当 ２３２億円（⑱１７１億円、＋６０億円、＋３５．３％） 
         定年退職者数 ５３１人（⑱３７０人、＋１６１人） 

定年退職も対象となった退職手当債を活用 
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（２）公債費 
  ６５０億円（⑱６１９億円、＋３１億円、＋５．１％） 
 
 

 ※ 平成１８年度において、決算剰余金処分等による県債

の繰上償還を実施 

（３）投資的経費 

  １，０８４億円（⑱１，１５６億円、△７２億円、△６．２％） 

  うち普通建設補助 ６０８億円 
                                   （⑱６２５億円、△１７億円、△２．８％） 
      公共事業関係△１５億円（２．５％） 
    ※ ⑲国予算における公共事業関係費 対前年度△３．５％  

  うち普通建設単独 ２６６億円 
                                         (⑱３３１億円、△６５億円、△１９．６％） 
    分庁舎（防災センター） 整備 △３９億円、 

           県庁舎耐震改修          △１０億円、 
    地方振興局運営（耐震改修）   △８億円    など 
                                                                                                
 

612

152

579

140

546

130

486

133

513

137

0

100

200

300

400

500

600

700

800

（億円）

H15 H16 H17 H18 H19

公債費の推移 元金 利子

768

600

124
61

746

307

129
71

671

286

141
71

625

331

140
60

608

266

146
64

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

（億円）

H15 H16 H17 H18 H19

投資的経費の推移

普通建設補助 普通建設単独 国直轄 災害復旧

７ 



  

（４）その他 

  １，６７４億円（⑱１，６８３億円、△９億円、△０．５％） 
 

  主な増減要因 

     ○市町村合併推進支援特例交付金 △１３億円     ○児童手当負担金          ＋１億円  

    ○障害者自立支援特別対策       ＋８億円     ○企業立地促進対策助成     △８億円 

    ○乳幼児医療費助成            ＋４億円       ○財政安定化基金（介護保険） △２億円 

    ○紀の国森づくり基金積立             ＋２億円 

                                                                 など  

☆今後、社会保障関係経費や公債費負担がさらに増大することが 
予想される 
 

 
   「人件費」や「その他の経費」の更なる抑制努力が必要 
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